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はじめに

知的財産権に関する中国の法律はその整備が進んで

おり，法律改正を行うたびに注目を集めている。関連

する様々なセミナーが開かれているが，そこでよく聞

かれるのは，法律が制定されたとしても中国の国民に

浸透しているか，法律に対する認識は高まっている

か，ということである。先日，北京に戻った折，中国

知識産権局（特許庁）に所属する中国知識産権（知的

財産権）研修センターを訪問する機会があった。その

際に知り得た中国知識産権局の知財研修の概要につい

て，ここで紹介したい。本文が，中国人の知的財産権

保護に対する認識がいかなるものかを理解する一助に

なれば幸いである。

一，知的財産人材育成の概要

現在，中国政府は国家知財戦略を全面的に実施して

おり，知的財産の人材育成はその重要な課題である。

中国の知的財産権関連研修は多方面で行われている。

これらの研修により，中国国民の知的財産権に対する

意識は大きく向上しており，企業の知的財産の創造

力，その保護及び運用のレベルも高まってきている。

国家知識産権局とその傘下の中国知識産権研修セン

ターは，中国の知的財産人材の育成と教育の面で重要

な役割を果たしている。

国家知識産権局（以下，知識産権局と略称）は，特

許審査以外に，特許法の普及や人材育成についても力

を入れている。知識産権局は，全国的特許研修の年度

計画と中・長期的計画を制定する外，その他の研修機

関に対する管理と調整も行っている。知識産権局が制

定した「知的財産人材育成の第 12 次五ヵ年計画」か

ら，中国政府が知的財産人材の育成に力を注いでいる

ことが見て取れる。以下，その「第 12 次五ヶ年計画」

の幾つかのプロジェクト（中国語では「工程」）につい

て紹介したい。

１．百・千・万の知的財産人材育成プロジェクト

知的財産権の行政管理と法執行，特許審査，企業・

国家機関の知的財産関連業務の人材，知的財産サービ

ス業に従事する専門的人材の育成のため，毎年重点的

に，中堅及び若手の優秀な人材及び学術的指導者 100

名，業界，学術界各分野のハイレベルな業務担当者約

2,000 名，企業・国家機関または特許事務所において知

的財産権業務に従事する専門的人材約 3 万名に対し，

研修を行っている。

２．知的財産研修基地設立プロジェクト

国家知的財産人材の研修基地を数か所に創設し，知

的財産業務従事者向け教育研修を行う。

３．知的財産人材情報化プロジェクト

知的財産人材の情報化事業を強化し，国家・省（日

本の県に該当）レベルの知的財産人材バンク及び専門

人材の情報ネットワーク・プラットフォームを構築

し，ヒューマンリソース共用情報及び人材共用サービ

スのプラットフォームを作り上げることを企図してい

る。

４．知的財産権の行政管理人材及び法執行人材の育成

計画

行政的管理能力と専門的レベルを高めることを重点

としている。職員に対する教育研修を広範囲に展開

し，理論教育，業務研修，基本的資質の強化を図り，

実践運用と一体化した知的財産権行政管理及び法執行
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担当者向けの教育体制を作り上げている。その研修計

画に基いて，ある時期には統一的に，また，ある時期

には分散して，育成研修を行う体制を構築し，整備し

ている。

５．特許審査人材能力の向上計画

特許審査担当者の OJT システムを構築し，法の運

用能力，評価能力を養成している。特許審査に関わる

人材の能力育成目標を制定し，特許審査能力及び社会

へのサービス水準を高め，国際的レベルの特許審査人

材を育成している。

６．企業・国家機関の知的財産人材開発計画

知的財産権に関わる人材育成の開発を強化してい

る。毎年，計画的・段階的に企業・国家機関の知的財

産人材を延べ 20 万人養成する以外に，企業・国家機関

の知的財産戦略計画，資産運営，法律事務などの専門

知識に長けたハイレベルの知的財産の経営管理人材を

数百名育成している。

７．知的財産権サービス業の人材サポート計画

知的財産権代理，資産評価，質権設定，分析，知的

財産権取引及び経営などの知的財産サービス人材を対

象とし，知的財産サービス業の人材を育成する。この

サービス業人材育成計画もすでに実施中で，ハイレベ

ル，複合型の知的財産権サービス業を目指す人材を数

千名，及び，業務に精通し，信用度が高く，国際化の

知的財産サービス人材を目指して数百名を育成してい

る。

８．ハイレベル人材育成計画

ハイレベルの人材育成に対し，ハイレベル人材の全

体数増加及び資質向上を目指し，ハイレベル知財人材

指導計画を積極実施している。特に，知的財産各専門

分野における法律及び戦略研究，管理及び実務スキ

ル，知的財産権に関する国際ルール及び国際的事務を

熟知するハイレベルの専門人材を育成している。

９．ハイレベルな知財講師の養成推進計画

知的財産権分野の教育の中核となる教師及び学術的

指導者を，毎年重点的に数十人育成している。大学，

研修基地などの教育機関において，知的財産権に関す

る教育が行える講師と，知財の学術エキスパートを養

成している。

二，中国知識産権研修センター

上記の目標を達成するため，中国の知的財産権専門

育成研修機関である中国知識産権研修センターが，知

的財産権に係る研修を担当している。以下，中国知識

産権研修センターについて，紹介する。

1993 年，中国政府は中国知識産権研修センターの設

立を認可し，同センターは広く社会に向け，特に知的

財産業務従事者の育成研修を行ってきた。その成果の

一つとして，2007 年には同センター（以下，「研修セン

ター」と称する）は世界知的所有権機関（WIPO）との

知的財産権国際研修協力事業を行えるようになった。

研修センターの教室棟の総建築面積は 2万平方メー

トル，大小さまざまな教室が 16 室あり，最大の講義

ホールは 300 人を収容できる。

研修センターの図書館には，国内外の知的財産権専

門書籍，定期刊行物及び新聞などの資料が 12,000 点以

上収蔵されている。

2010 年末までに，研修センターは延べ 800 以上の育

成研修コースを実施してきた。研修生累計数は 19 万

名以上，遠隔教育参加者数は延べ 93,800 人に達してい

る。

三，中国知識産権研修センターの講義計画及びそ

の内容

2010 年の研修人数は 3万 5千名を超えた。うち，セ

ンターで直接講義する研修コースは 72 期を数え，研

修生数は約 1万数千名に達した。遠隔教育研修参加者

数も 2万 5千人に達している。

（一） センターでの研修

研修コースは長期と短期の 2種類に分かれている。

１．長期研修には，エキスパート育成コースと特許審

査官育成コースが含まれる。

（1） 法学研究エキスパート育成コース

研修センターと中国政法大学は，連携して法学研究

者育成課程を実施しており，特に知的財産権関係の業

務を行うエキスパート向けの研修を行っている。授業

は主に週末の休日に行う。期間は 1年半で，講義内容

は主に以下の通りである。

一般法である民法，債権法論，物権法論，会社法，

契約法，民事訴訟法及び刑法，行政法，行政訴訟法等

が挙られる。大学の法科で学ぶような法律概論，国際

法も含まれている

（2） 特許審査官育成コース

研修センターは知識産権局と連携し，新人審査官に
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対して研修を行なっている。期間は 4ヶ月半で，終日

授業を行う。

（3） 米国の大学との連携コース

このコースの研修生はアメリカに行って法律を学

び，米国の法学修士号を得ることができる。一般的に

期間は 4ヶ月である。

２．短期研修には 5つのコースがある。

（1） 知的財産権仲介サービス事業者向け研修コー

ス：主に知的財産権仲介サービス事業者の従業者及び

専利代理人（商標を除く弁理士）資格試験受験者に対

し研修を行う。

研修の内容は特許代理条例及び関連規定に関するも

のである。

具体的には以下の内容となっている。

特許出願書類及び特許審査プロセス，

特許権付与の実質的条件，

拒絶査定不服審判及び無効審判，

特許権の行使と保護，

最高人民法院の特許に関する司法解釈，

特許文献と特許分類，

特許に関する国際条約と国際協定，

中国民法通則（総則），

民事訴訟法，

契約法，

著作権法，

商標法，

中国行政訴訟法，

中国行政不服審査法及び国家知識産権局行政不服審

査規程，

特許出願書類及び審査過程における意見陳述書（日

本の意見書に相当）の記載方法，

電気分野の特許出願書類の記載方法，

化学分野の特許出願書類の記載方法等である。

（2） 知的財産権行政管理部門の研修コース：行政職

員の知的財産権管理水準を高めるため，主に地方の知

識産権局の指導幹部および各地方局内の研修業務担当

者に対し研修を行う。研修の内容は次の通りである。

国家知的財産権戦略，

国内外の知的財産権に関する状況，

中国及び外国の知的財産権の最新状況及び注目され

ている問題，

知的財産権とイノベーション型国家の建設，

知的財産権管理，

中国の知的財産権関連法規の整備，

中国の経済貿易における知的財産権の保護，

外国の知的財産権制度の紹介及び事例の分析など，

TRIPS 協定等主な知的財産権関連国際条約に関す

る内容，

知的財産権の司法保護と行政保護など，

国の知的財産制度推進状況，

特許行政管理，

特許情報の有効利用と経済発展，

改正特許法及び実施細則，

特許行政部門による法執行，

行政処罰法と行政訴訟法，

知的財産権に関する刑事的保護，

特許権の侵害判定（権利解釈）等である。

（3） 企業・国家機関向け研修コース：

各業界，企業，科学研究機構の責任者，管理者，研

究開発者，知財管理者，従業員に対し，各方面にわた

るさまざまな研修を行い，知的財産権に対する意識と

レベルの向上，運用能力の強化を図る。各講義の時間

及び内容は，企業・国家機関からのニーズと研修対象

に応じて計画する。特に，理論と実務の関連付けを重

視する。主要な研修内容は，下記のコースから選ぶこ

とができる。

国家知的財産権戦略，

特許及び標準，

特許情報の検索と利用，

交通分野の特許技術発展状況，

新素材関連企業の知的財産権管理について，

新素材分野における特許技術の分布及び審査の状

況，

司法ルートと行政ルートにおける特許保護，

特許侵害判定基準，

税関における特許保護，

特許侵害リスクの回避設計，

特許訴訟応訴技術，

大学及び研究機関の知的財産権の商用化，

数学分野での著作権保護，

特許ライセンシング，

技術契約における知的財産権の保護，

知的財産権の評価，

農業の標準化と農産品の品質安全，

エコ農業分野の特許出願と審査，

植物新品種の国際保護，
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エコ農業における地理的表示の活用，

エコ農業知的情報の検索及び利用など，

知的財産権評価と質権設定ポリシー，

知的財産権評価の基本理論と方法，

知的財産権の質権設定指導，

知的財産権質権設定実務など，

遺伝資源の保護と管理，

植物新品種の出願実務，

国際的新品種保護の申請，

植物新品種の司法保護，

外国植物新品種保護制度との比較及び中国が参考に

できる点など，

米国特許制度概論，

医薬品登録と知的財産権保護，

医薬品特許の侵害判定及び関連する問題，

医薬品特許保護及び出願書類記載方法の要点，

医薬品価格管理における知的財産権要因の認定，

医薬品流通プロセスにおける知的財産権保護，

医薬業界が構造調整を行う中での企業の知的財産権

保護戦略など，

技術契約の概念及び分類，

知的財産権保護と技術契約，

技術移転における知的財産権の問題など，

知的財産権の基礎知識，

特許代理条例及び関連規則，

特許出願書類及び特許審査プロセス，

特許権付与の実質的条件，

拒絶査定不服審判及び無効審判，

セラミックス分野の特許書類の記載方法，

セラミックス分野の知的財産権の司法保護など，

製造分野でよく見られる知的財産権の法的問題，

製造業界の特許出願分布状況及び発展傾向，

製造業界における知的財産権による貿易障壁及び争

点の分析，

国際展示会における知的財産権問題，

中国及び主要先進国の知的財産権の税関による保護

など，

企業の知的財産権戦略。知的財産権国際紛争典型事

例，

企業の知的財産権の管理及び活用。知的財産権ライ

センシング，

特許関連民事訴訟及び行政訴訟の証拠規則，

企業の特許防衛体制の構築，

改正特許法と実施細則の主な改正内容解説，

改正特許審査基準の改正要点解説，方式審査，国内

段階に移行した国際出願の審査，特許出願及び事務処

理，

実体審査，拒絶査定不服審判と無効審判請求に対す

る審理など，

中国における「モノのインターネット」技術発展の

現状及び傾向，

「モノのインターネット」企業の知的財産権保護戦

略，

「モノのインターネット」技術の知的財産権司法保

護実務，

「モノのインターネット」特許技術の戦略，

企業の知的財産権管理実務。企業特許の戦略，

特許と標準。企業ブランド戦略，

知的財産権評価と質権設定，

国際貿易における知的財産権保護等である。

（4） 幹部向け研修コース：中央，地方各レベルの政

府，関連行政部門の党及び行政の指導幹部に対して研

修を行い，国内外情勢と知的財産権の方針及び戦略を

理解させる。研修の内容は次の通りである。

国家知的財産権戦略，

知的財産権と中国独自のイノベーション，

知的財産権文化の醸成，

知的財産権に対する金融サービス，

国家知的財産権戦略の解説，

知的財産権に関する中国と台湾地区の協力，その背

景と現状，

グローバル企業の知的財産権戦略，

公共政策における知的財産権制度，

国際貿易における知的財産権問題，

中国独自のイノベーションと技術輸入，

知的財産権と競争優位，

知的財産権と地域経済発展，

国の知的財産権実施の進展情況，

特許情報の有効利用と経済発展など，

中国の知的財産権制度の歴史及び発展動向，

国の知的財産権戦略の解説及び実施状況，

地方の知的財産権戦略の制定及び実施状況，

知的財産権管理。知的財産権防衛体制の構築など，

国内外の知的財産権保護の状況，

対外協力における知的財産権の保護などである。

（5） 教師向け知財研修コース：大学・専門学校及び中
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小学校の教師に対し研修を行い，教師を通じて広く青

少年に知的財産権の知識を普及させ，「創造文化」の浸

透に役立てる。

研修の内容は次の通りである。

国家知的財産権戦略実施の状況，

大学における知的財産人材育成方式の研究，

知的財産権の研究と基礎理論，

研究成果の国際保護の状況，

知的財産権をめぐる最新の話題など，

全国の知財教育の発展及び状況など，

小中学校の知財教育の特徴と方法，

小中学校の知財教育の経験紹介及び授業参観，

発明創造における特許情報の利用と知的財産権保護

意識の醸成，

発明創造の発想と手法等である。

３．国際連携

国内向けに知財研修を行うほか，研修センターは積

極的に国際協力を行っている。国際協力には二国間協

力と多国間協力があり，その中には日本の独立行政法

人工業所有権情報研修館（INPIT）との協力も含まれ

ている。

国際協力は，研修センターの重要な業務の一つであ

る。毎年，中国国家知識産権局はWIPOと，又は欧州

特許庁と共同で知財国際セミナーを数回開催している

が，研修センターはその実務を引き受けている。2010

年に研修センターは二国間協力プロジェクトとして，

米国のマーシャル・ロースクールとそれまでの協力を

基礎とした協力拡大合意覚書を締結した。双方は「中

国，米国の知的財産権模擬法廷の比較」を共催し，研

修センターはその内容を遠隔教育課程に取り入れた。

また，日本の独立行政法人工業所有権情報研修館と無

期限の協力覚書を締結し，両者が共同で両国の知的財

産研修に力を尽くすことで一致した。また，韓国の知

的財産研修学院とも長期的かつ安定的に連携を展開し

ており，これには相互訪問，研修コースの共同開催，

教科書の交換が含まれている。2010 年には中国黒龍

江省ハルビン市で中韓小中学校知的財産権セミナーを

共催した。研修センターはこのほかにも，積極的に多

国間協力にも参加しており，2010 年には「第 1期中日

韓国研修機関会議」に代表団を派遣し参加した。

ハイレベルの知的財産人材を育成するため，研修セ

ンターは国内の知的財産権の一流専門家からなる客員

教授チームを組織している。さらに，毎年，外国から

知的財産権の専門家を招いて，授業を行っている。

2009 年 3 月時点で，米国のマーシャル・ロースクール

と共同で養成した修士が計 15 人に達した。

（二） 遠隔教育研修

中国の知的財産権遠隔教育は，2002 年に始まった。

2010 年までに，研修センターの遠隔教育課程に参加し

て，センター発行の修了証を得た研修生は 93,800 人に

上る。その内，2010 年は，延べ 25,000 人が遠隔教育課

程に参加した。

研修センターには，WIPO アカデミーと連携する

DL101 中国語課程があり，2001 年〜 2010 年の間に，

9,755 名の研修生が参加した。2010 年には参加人数が

急増し，2,855 人に達した。

より多くの専門的人材を受け入れるため，研修セン

ターは 2010 年に新しく 12 のコースを編成し，コース

合計数は 43 に達している。遠隔教育課程は，今まで

より細分化し，さらに多くの受講者が活用できるよう

にし，特に，約 20 の代理人試験科目に対応する遠隔教

育プログラムを作成した。さらに，センターでの直接

講義と遠隔教育とを合わせ実施する方法により，代理

人試験受験研修の負担がかなり軽減され，研修の効率

も高まった。

遠隔教育研修科目

［1］ 意匠

［2］ 特許及び実用新案出願書類の記載方法

［3］ 特許代理実務

［4］ 企業の特許管理と戦略分析

［5］ 特許文献検索総論

［6］ 特許入門

［7］ インターネットによる中国特許情報検索（最新

課程）

［8］ 特許経過情報検索とパテントファミリー検索

［9］ インターネットによる日米欧特許情報検索

［10］ 知的財産法概論

［11］ 知的財産権の国際条約及び保護制度の基礎知識

［12］ 中国の知的財産権体系紹介（基礎編）

［13］ 商標法

［14］ 著作権法

［15］ 不正競争防止法（入門編）

［16］ インターネット環境における知的財産権問題

［17］ 中国の特許制度

［18］ 米国特許法概論
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［19］ 中国特許法及び実施細則の第 3次改正

［20］ 知的財産権戦略と情勢

［21］ 国際貿易における知的財産権問題と対策

［22］ 知的財産の独自創出

［23］ 知的財産権制度と競争力の向上

［24］ 知的財産権保護と知的財産権戦略

［25］ 市場経済秩序の整理規範化及び知的財産権保護

［26］ 知的財産権の管理と行政法執行による保護

［27］ 独自のイノベーションと企業の発展

遠隔教育にさらなる専門性と適応性を加えるため，

研修センターは 14 か所の遠隔教育支部を設置した。

内訳は，地域支部 2，工業パーク支部 1，業界支部 1，

企業支部 1と大学支部 9とからなっている。

（三） 研修の特徴

本研修センターは，知的財産権研修を開始してすで

に 10 数年を経ており，その特徴は次の通りである。

１．企業・国家機関向け研修の比重が依然として大き

い

企業・国家機関向け知財研修は，センターでの授業

の重点である。そのコースは主に 2 種類に分けられ

る。1つは企業の幹部と研究開発者に対する一般知識

研修であり，もう 1つは企業の知財業務担当者向けの

専門研修である。これらの研修は農業，エネルギー，

化学工業，セラミックスなど多くの分野をカーバーし

ており，研修生出身地は，ほぼ全国を網羅している。

２．代理人研修プロジェクトの改善

現在，中国における資格を有する代理人（弁理士）

は約 5,800 名，特許代理機構は約 700 社である。中国

の特許出願の 70％は，特許代理機構を通じて提出され

ている。特許出願件数が急速に増加する中，特許代理

人の育成・研修の必要性がますます高まっている。

研修センターは，2007 年から中華全国専利代理人協

会と協力して研修コースの科目を編成し，実務経験の

ある講師を配置してきた。現在，センターには 4種の

代理人研修コース -- 週末クラス，特訓クラス，遠隔研

修クラス及び速成クラスがある。

2010 年，研修センターは国家知識産権局内外の専門

家及び業界幹部と協力して，専利代理人資格試験の研

修教材作成案の策定と実際の作成作業を行った。

また，通常の研修を基礎とし，さらに，専利代理人

による直接講義と遠隔教育を結合するという方式を実

施している。

３．幹部に対する研修を強化

幹部の知的財産権に対する認識を向上させるため，

2010 年，研修センターと地方の知識産権局は，幹部向

け知財研修を共催した。

４．遠隔教育支部の増加

研修センターには遠隔教育部門が設けられている。

この部門は，遠隔教育支部を次々と設置し，大学，中

国農業支部と工業パーク支部にも遠隔教育部門が設け

られている。

５．遠隔教育参加者は企業からと大学からが多い

2010 年の遠隔教育研修参加者は，大学が約 1 万人，

企業が約 9,000 人であった。それ以外は公務員，弁護

士，弁理士等である。

個別の企業に企業支部を設置するケースもある。企

業支部では，その企業と関連会社の知財担当者及び知

財に関係のある社員全員に研修を受けさせることもあ

る。

大学生は，以前から知財遠隔教育の重点対象であっ

て，大学支部の研修対象はその大学の大学院生であ

る。大学院生の多くは科学研究を行っており，これら

院生を対象に知財教育を行えば，知的財産権への意識

が高まり，他人の知的財産権への侵害を防止すること

につながる上，その研究成果の権利化促進にもなる。

知識産権研修センター以外にも，北京大学，人民大

学等をはじめとする高等教育機関は，20 年にわたり，

知的財産教育を全国に普及させる上で大きな成果を上

げてきた。中国の知的財産教育／研修事業の展開と，

「中国知的財産人材育成の第十二次五ヵ年計画」の推

進は，中国知的財産権制度のさらなる発展を促すであ

ろうと期待されている。
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